
令和6年度　土岐市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況について

1 教育・保育事業

6年度の取組状況と今後の方向性

量
の

見
込
み

※実績数は、令和7年3月1日現在の数値です。

122 515

64.9%

予算額（千円） 2,433,432

決算額（千円） 2,269,143

保育利用率 48.1% 63.8% 15.7% 48.3% 15.5%

102

3号認定保育利用率

満3歳未満児数 1,050 789 -261 789 計画時の人口推計よりも3歳未満児の人口が減少、利用率
は概ね見込み通りであった。
今後も利用に応じた提供体制の確保に努めていく。

Ｂ－Ａ 64 0 0

3号認定（1・2歳児）

794

3号認定子ども数 505 503 -2 381

東濃圏域の保育園、認定こども園 2 0 -2 0 0                                                                                               

Ｂ　合計 390 388 -2 305 83 394

小規模保育施設 48 48 0 46 2 54

6 -3 3

289

保育園 48 48 0 51 -3 48

0 49

83

年度途中の受入については、入園可能な施設等が限られる
状況となるが、概ね希望された施設等での受入態勢は確保
されている。
実績数は昨年度比18人減となった。
今後も安定した提供体制の確保に努めていく。

292

確
保
の
内
容

認定こども園 289 289 0 202

3号認定（1・2歳児）　Ａ 326 388 -2 305

事業所内保育施設 3 3 0

87

22 4 32

4 -3 1

Ｂ　合計 115 115 0 76 39 121

76 39

保育の提供体制を確保することができたが、年度末頃には
空定員数が不足気味であった。小規模保育施設での受け入
れに依存している状況が続いている。
実績数は昨年度比7人増となった。
今後もニーズの増加が見込まれることから、市内の保育施設
提供事業者と協力し提供体制の確保に努めていく。

72

確
保
の
内
容

認定こども園 76 76 0 38 38 76

保育園 12 12 0 12 0 12

小規模保育施設 26

3号認定（0歳児）

※3号・・・0～2歳児（未満児）のうち保育
が必要な子ども。認定こども園・保育所・
地域型保育（小規模保育所など）

量
の

見
込
み

3号認定（0歳児）　Ａ 56 115 59

事業所内保育施設 1 1 0

26 0

Ｂ－Ａ 59 0

Ｂ－Ａ 200 0 0 140

確
保
の
内
容

9 0 -

Ｂ　合計 861 860 -1 726 134

東濃圏域の保育園、認定こども園 4 9 5

852

839 -6 710

-

認可外保育施設 12 12 0 7 5 13

712
全体として提供体制及び希望された施設等での受入態勢が
確保されている。
実績数は昨年度比106人増となった。
今後も安定した提供体制の確保に努めていく。

712

他市町村の利用 4 9 5 9 0

129 839

保育園 0 0 0 0 0

認定こども園 845

226

2号認定（教育ニーズなし）

※2号（教育ニーズなし）・・・3歳以上の
保育が必要な子ども。認定こども園・保
育所へ通う。

量
の

見
込
み

  2号認定（教育のニーズなし） 657 851 194 717 134

Ｂ－Ａ 360 0 0

1号認定・2号認定（教育ニーズあり）

※1号・・・幼稚園、幼稚園部へ通う子ど
も。
　 2号（教育ニーズあり）・・・５歳児のう
ち、預かりが必要な子ども

-

Ａ　合計 661 860 199 726 134

143 240

Ｂ　合計 910 590 -320 290 300 462

40 290 300 236

確
保
の
内
容

幼稚園 580 320 -260 163 157 190

量
の

見
込
み

24 0 32

認定こども園 234 246 12 103

253 237

全体としては提供体制及び希望された施設等での受入態勢
が確保されている。
実績数は昨年度比130人減となった。
今後も安定した提供体制の確保に努めていく。

169

  2号認定（教育のニーズあり） 149 100 -49 37

1号認定 401 490 89

市外の幼稚園 96 24 -72

63 67

Ａ　合計 550 590

（単位：人）

区　　　　　　　　分
令和6年度の進捗状況 計画内容

計画内容③ 実確保数① 差（①－③） 実績数② 差（①－②） 令和7年度

資料１



令和6年度　土岐市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況について

2 地域子ども・子育て支援事業

6年度の取組状況と今後の方向性

計画内容令和6年度の進捗状況

618

00 0

223

0

37,418

0

令和7年度

54

198

198

放課後児童健全育成事業【高学年】

※保護者が労働等により昼間家庭にいない小
学校に就学している児童に対し、授業の終了
後に小学校の余裕教室、児童館等を利用し
て適切な遊び及び生活の場を与えて、その健
全な育成を図る事業です。　　　（単位：人）

0

子育て短期支援事業（ショートステイ）

※保護者の疾病等の理由により家庭において
養育を受けることが一時的に困難となった児
童について、児童養護施設等に入所により、
必要な保護を行う事業（短期入所生活援助
事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事
業（トワイライトステイ事業））です。　（単位：
日）

-218622

-218622

-150

予算額（千円）

決算額（千円）

Ｂ　確保の内容 223

Ａ　量の見込み -150

54

54

198

Ｂ　確保の内容 198

Ｂ－Ａ 0 0

放課後児童対策として、「放課後児童クラブ」ではなく、市独
自の「放課後教室」を実施している。
「放課後児童クラブ」と異なり、定員は設けていない。
R4年度から、保護者の就労支援を目的として午後６時から
午後７時までの延長利用を実施している。
R5年度から、4月1日から入学式前までの期間、新1年生の
受入れを実施している。

107,183

105,902

840

0

348

348

88

88

0 0

-34

54

618

区　　　　　　　　分
実績数① 差（①-②）

時間外保育事業

※保育認定を受けた子どもについて、通常の
利用日及び利用時間以外の日及び時間にお
いて、保育所、認定こども園等において保育を
実施する事業です。　　　　　　　（単位：人）

-34

放課後児童健全育成事業【低学年】

※保護者が労働等により昼間家庭にいない小学
校に就学している児童に対し、授業の終了後に小
学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊
び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る
事業です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

Ａ　量の見込み

Ｂ　確保の内容

Ｂ－Ａ

Ｂ－Ａ 0 0

ニーズに対応した保育の提供を行った。今後も、職員のロー
テーションや職員配置により延長保育のニーズに対応できる
よう努めていく。

Ａ　量の見込み

Ｂ　確保の内容

840

計画内容②

Ｂ　確保の内容 -5,32934,965

37,418

0

40,294 34,965

市内３箇所の児童センターに加え、令和４年１０月からは、イ
オンモール土岐内の土岐市多機能型子育て支援拠点施設
の事業のひとつとして1か所増設し、指定管理者が実施してい
る。
民間事業者の能力を広く活用することで、親子が相談しやす
い場所となるよう努めていく。20,366

19,990

0 0

40,294

21

５つの施設及び5人の里親と契約を結び、予算は21日分の
対応ができるよう見込んだが、令和6年度は23日の利用が
あった。今後も同様の体制を確保し、緊急時等の受け入れに
備える。

124,000

126,500

21

0

予算額（千円）

決算額（千円）

Ｂ－Ａ

21 21Ａ　量の見込み

地域子育て支援拠点事業

※乳幼児及びその保護者が相互の交流を行
う場所を開設し、子育てについての相談、情
報の提供、助言その他の援助を行う事業で
す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

Ａ　量の見込み -5,329

0Ｂ－Ａ 0 0

予算額（千円）

決算額（千円）



令和6年度　土岐市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況について

6年度の取組状況と今後の方向性

計画内容令和6年度の進捗状況

令和7年度
区　　　　　　　　分

実績数① 差（①-②）計画内容②

0

10

10

0

25

0

令和4年10月から、イオンモール土岐内の土岐市多機能型
子育て支援拠点施設の事業のひとつとして指定管理者が実
施している。民間事業者の能力を広く活用し、講座などで制
度周知チラシを配布するなどして提供会員の増加に努めてい
く。

Ｂ　確保の内容 -1015

4,992

3725

0Ｂ－Ａ 0 0

4,998

予算額（千円）

ファミリー・サポート・センター事業（就学児童
のみ）

※乳幼児や小学生等の児童を有する子育て
中の保護者を会員として、児童の預かり等の
援助を受けることを希望する者と当該援助を
行うことを希望する者との相互援助活動に関
する連絡、調整を行う事業です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人日）

予算額（千円）

決算額（千円）

0Ｂ－Ａ 00

Ａ　量の見込み -1015

決算額（千円）

4,838

4,838

37

1,971

1,876

0

9537 -60

15,195

2,584 1,081

12,698

Ｂ－Ａ 0 0

市内全公立保育園を認定こども園としたことから幼稚園児が
減少し、利用人数の大幅な減少となった。預かり保育を希望
される方すべての提供体制は確保できているため、今後も安
定した提供体制の確保に努めていく。

12,698

0

公立・私立の認定こども園、保育園、小規模保育事業所で一
時預かり事業を実施した。
利用日時によっては各園の定員により受入できない状況があ
るため、提供体制の確保に今後も努めていく。

Ｂ－Ａ 0 0

15,020

予算額（千円）

決算額（千円）

2,621 1,021

1,600

1,503

97

1,600

1,971

Ａ　量の見込み -24,7518,314

Ｂ　確保の内容 -24,7518,314

一時預かり事業【幼稚園の預かり保育】

※家庭において保育を受けることが一時的に
困難となった乳幼児について、主として昼間の
時間帯に、認定こども園、幼稚園、保育所、
地域子育て支援拠点その他の場所におい
て、一時的に預かり、必要な保育を行う事業
です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

Ａ　量の見込み 1,0212,621

一時預かり事業【その他の一時預かり】

※家庭において保育を受けることが一時的に
困難となった乳幼児について、主として昼間の
時間帯に、認定こども園、幼稚園、保育所、
地域子育て支援拠点その他の場所におい
て、一時的に預かり、必要な保育を行う事業
です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

Ｂ
　
確
保
の
内
容

ファミリー・サポート・センター（病
児・病後児を除く）

Ｂ　合計

一時預かり事業

瑞浪市と広域利用の協定を結び、瑞浪市の委託事業者（東
濃厚生病院)を利用できる体制を確保している。2年度から、
病児の受け入れも開始しており、引き続き、保護者の仕事と
子育ての両立を支援し、保育サービスの充実を図る。

33,065

33,065

0

病児・病後児保育事業

※病児、病後の回復期にある児童について、
病院・保育所等に付設された専用スペース等
において、看護師等が一時的に保育等を行う
事業です。　　　　　　　　　　　　（単位：人）

Ｂ　確保の内容 -19 10

10Ａ　量の見込み -19



令和6年度　土岐市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況について

6年度の取組状況と今後の方向性

計画内容令和6年度の進捗状況

令和7年度
区　　　　　　　　分

実績数① 差（①-②）計画内容②

※実績数は、令和7年3月末の数値です。

保健師または助産師の専門職が、原則すべての乳児の家庭
を訪問する体制を整え、実施している。引き続き、専門職によ
る訪問を実施していく。

00

1,137

987

-70255

255 -70328

0

21

-201

Ｂ－Ａ 00

4,592

0

2,940

2,940

328

Ｂ　確保の内容

Ａ　量の見込み

21

0

2,650

妊婦一人につき最大で14回の健診をすべての妊婦を対象に
実施しており、実績数を見ても十分確保できる状況にある。多
胎妊婦に対しては2枚追加で交付している。他の自治体の動
向を踏まえ、事業を拡充するか否かを検討していく。

妊婦健康診査事業

※妊婦の健康の保持及び増進を図るため、
妊婦に対する健康診査として、①健康状態の
把握、②検査計測、③保健指導を実施すると
ともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医
学的検査を実施する事業です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：回）

Ｂ－Ａ 00

予算額（千円）

決算額（千円）

31,262

28,326

4,592

0

Ａ　量の見込み

Ｂ　確保の内容

Ａ　量の見込み -20

乳児家庭全戸訪問事業

※生後４か月までの乳児のいるすべての家庭
を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養
育環境等の把握を行う事業です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人） 予算額（千円）

決算額（千円）

-1,942

Ｂ－Ａ

255

255

0

1

Ｂ　確保の内容

-1,9422,650

実費徴収に係る補⾜給付を⾏う事業

※保護者の世帯所得の状況等を勘案して、
教育・保育に必要な実費徴収に係る
費用を助成する事業です。　　　（単位：人）

10

10

0

予算額（千円） 270

決算額（千円） 12

幼児教育・保育の無償化に伴う子育てのための施設等利用
給付の実施にあたり、子ども・子育て支援新制度未移行幼稚
園を利用する低所得世帯および第３子以降の施設利用認定
こどもに対し、施設等が徴収する副食材料費の助成を実施し
ていく。


